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事業者の皆様へ

近畿中国森林管理局

林業事業体（造林・素材生産）等との意見交換会

（近畿中国森林管理局における発注者綱紀保持対策と国家公務員の倫理）

１ 発注者綱紀保持対策

（１）近畿中国森林管理局における発注者綱紀保持対策について（別添）

（２）個別の入札案件に関するお問合せ

造林事業及び素材生産事業等の一般競争入札に当たっては、作業内容、作業期間、

作業方法、特記事項等の個別の入札案件に関するお問合せは、発注書等に文書（ファ

ックス）のみとさせていただいております。

また、お問合せに対する回答は、署等閲覧場所及び局ホームページでご確認をお願

いしております。

（３）入札制度、入札参加資格要件・総合評価落札方式における評価基準、事業成績評定

等に関するお問合せ

入札制度等に関するお問合せは、局経理課まで文書（郵送）によりお願いしており

ます。

また、お問合せに対する回答は、局ホームページでご確認をお願いしております。

（４）その他契約情報の公表

契約の相手方、予定価格、契約金額等契約に係る情報は、局ホームページで公表し

ています。

２ 国家公務員の倫理

国家公務員倫理法第３条では、

① 職員は、国民全体の奉仕者であり、国民の一部に対してのみの奉仕者ではないこと

を自覚し、職務上知り得た情報について国民の一部に対してのみ有利な取扱いをする

等国民に対し不当な差別的取扱いをしてはならず、常に公正な職務の執行に当たらな

ければならない

② 職員は、常に公私の別を明らかにし、いやしくもその職務や地位を自らや自らの属

する組織のための私的利益のために用いてはならない

③ 職員は、法律により与えられた権限の行使に当たっては、当該権限の行使の対象と

なる者からの贈与等を受けること等の国民の疑惑や不信を招くような行為をしてはな

らない

と規定されています。

別添２のとおり、国家公務員倫理規程において「利害関係者」又は「事業者等」との

間での「禁止行為」が定められており、事業者の皆様には、職員に対して、これらに該

当するようなお気遣いをなさらないようお願いします。



（別添）

事業者の皆様へ

平成２８年２月２２日

近畿中国森林管理局

近畿中国森林管理局における発注者綱紀保持対策について

１ 近畿中国森林管理局では、「林野庁発注者綱紀保持マニュアル」に基づき、発注事務の適正

性及び透明性の向上並びに発注事務に係る綱紀の保持を強化することとしたしました。

２ 近畿中国森林管理局の発注事務については、今後、このマニュアルに基づいて、事業者の皆

様との応接や「不当な働きかけ」に対する対応など、以下のとおり取り組みます。

事業者の皆様におかれましては、近畿中国森林管理局における発注者綱紀保持のための取組

の趣旨をご理解いただきますようお願いいたします。

林野庁発注者綱紀保持マニュアルに基づく主な取組

(1) 事業者の皆様との応接方法について

① 執務室への自由な出入りを制限し、受付カウンターや応接スペース等で対応します。

② 複数の職員により対応します。

(2) 不当な働きかけの記録・公表について

対面、郵送、電話等の手段に関わらず、次のような不当な働きかけを受けた場合は、これを

拒否するとともに、その内容を記録し、発注者綱紀保持委員会に報告します。

さらに、発注者綱紀保持委員会が調査分析の上、「不当な働きかけ」と認めた場合には不当

な働きかけの日時、働きかけを行った者の氏名及びその内容等を公表します。

① 有利な競争参加資格の設定に関する依頼

② 指名競争入札において指名又は指名しないことの依頼

③ 受注すること又は受注させないことの依頼

④ 公表前における設計金額、予定価格、見積金額又は低入札価格調査制度の調査

基準価格に関する情報を聴取

⑤ 公表前における総合評価落札方式における技術点に関する情報聴取

⑥ 公表前における発注予定に関する情報を聴取

⑦ 公表前における入札参加者に関する情報を聴取

⑧ その他の特定の者への便宜又は利益若しくは不利益の誘導につながるおそれの

ある依頼又は情報聴取

なお、「林野庁発注者綱紀保持マニュアル（近畿中国森林管理局版）」及び「近畿中国

森林管理局発注者綱紀保持委員会については、当森林管理局のホームページ

「http://www.rinya.maff.go.jp/kinki/apply/publicsale/kouki_hoji/index.html」をご覧下さい。



○ 入札公告へ記載事項

お知らせ

農林水産省の発注事務に関する綱紀保持を目的として、農林水産省発注者綱紀保持規程（平

成 19 年農林水産省訓令第 22 号）が制定されました。この規程に基づき、第三者から不当な

働きかけを受けた場合は、その事実をホームページで公表するなどの綱紀保持対策を実施し

ています。

詳しくは、当森林管理局のホームページ

「 http://www.rinya.maff.go.jp/kinki/apply/publicsale/kouki_hoji/index.html」をご覧下さい。



（別添２）

国家公務員倫理規程（平成１２年政令第１０１号）

～抜粋～

（利害関係者）

第２条 この政令において、「利害関係者」とは、職員が職務として携わる次の各号に掲げる事務の区

分に応じ、当該各号に定める者をいう。[ただし書省略]

一～六[略]

７ 国の支出の原因となる契約に関する事務若しくは会計法（昭和22年法律第35号）第２９条に規定

する契約に関する事務又はこれらの契約に相当する特定独立行政法人の業務に係る契約に関する事務

これらの契約を締結している事業者等、これらの契約の申込みをしている事業者等及びこれらの契約

の申込みをしようとしていることが明らかである事業者等

（禁止行為）

第３条 職員は、次に掲げる行為を行ってはならない。

一 利害関係者から金銭、物品又は不動産の贈与（せん別、祝儀、香典又は供花その他これらに類す

るものとしてされるものを含む。）を受けること。

二 利害関係者から金銭の貸付け（業として行われる金銭の貸付けにあっては、無利子のもの又は利

子の利率が著しく低いものに限る。）を受けること。

三 利害関係者から又は利害関係者の負担により、無償で物品又は不動産の貸付けを受けること。

四 利害関係者から又は利害関係者の負担により、無償で役務の提供を受けること。

五 利害関係者から未公開株式（金融商品取引法（昭和二十三年法律第二十五号）第二条第十六項に

規定する金融商品取引所に上場されておらず、かつ、同法第六十七条の十一第一項の店頭売買有価

証券登録原簿に登録されていない株式をいう。）を譲り受けること。

六 利害関係者から供応接待を受けること。

七 利害関係者と共に遊技又はゴルフをすること。

八 利害関係者と共に旅行（公務のための旅行を除く。）をすること。

九 利害関係者をして、第三者に対し前各号に掲げる行為をさせること。

（利害関係者以外の者等との間における禁止行為）

第５条 職員は、利害関係者に該当しない事業者等であっても、その者から供応接待を繰り返し受け

る等社会通念上相当と認められる程度を超えて供応接待又は財産上の利益の供与を受けてはならない。

２ 職員は、自己が行った物品若しくは不動産の購入若しくは借受け又は役務の受領の対価を、その

者が利害関係者であるかどうかにかかわらず、それらの行為が行われた場に居合わせなかった事業者

等にその者の負担として支払わせてはならない。


